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＜凡例＞ 

・基準：指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成１１年３月３１日厚生

省令第３８号） 

・解釈通知：指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成１１年７

月２９日老企第２２号） 

・単位数表：指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年２月１０日

厚生省告示第２０号） 

・老企第３６号：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、

居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１２年３月１

日老企第３６号） 

・県条例：香川県社会福祉施設等の人員、設備、運営等の基準等に関する条例（平成２４年１

０月１２日条例第５２号） 

・市条例：高松市社会福祉施設等の人員、設備、運営等の基準等に関する条例（平成２４年１

２月２６日条例第８５号） 

 

 

 基準の性格（抜粋） 

１ 基準は、指定居宅介護支援の事業及び基準該当居宅介護支援の事業がその目的を達成す

るために必要な最低限度の基準を定めたものであり、指定居宅介護支援事業者及び基準該

当居宅介護支援事業者は、基準を充足することで足りるとすることなく常にその事業の運

営の向上に努めなければならないものである。 

 

２ 指定居宅介護支援の事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさな

い場合には、指定居宅介護支援事業者の指定又は更新は受けられず、また、基準に違反す

ることが明らかになった場合には、①相当の期限を定めて基準を遵守する勧告を行い、②

相当の期限内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、当該勧告に対

する対応等を公表し、③正当な理由が無く、当該勧告に係る措置をとらなかったときは、

相当の期限を定めて当該勧告に係る措置をとるよう命令することができるものであるこ

と。ただし、③の命令をした場合には事業者名、命令に至った経緯等を公表しなければな

らない。なお、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、又は取り消しを

行う前に相当の期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（不適正なサ

ービスが行われていることが判明した場合、当該サービスに関する介護報酬の請求を停止

させる）ができる。ただし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくな

ったものとして、指定の全部若しくは一部の停止又は直ちに取り消すことができるもので

あること。  

① 指定居宅介護支援事業者及びその従業者が、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、

利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを利用させることの対償

として、当該居宅サービス事業者等から金品その他の財産上の利益を収受したときそ

の他の自己の利益を図るために基準に違反したとき 

② 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 
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Ⅰ 人員に関する基準 
 

１．従業者の員数 

 

 

 

 

 

● 常勤専従であるべき管理者が同時平行して行なえるとは思えない業務に従事している。 

● 介護支援専門員証の写しが事業所に整理・保管されていない。 

● 恒常的に逓減による減算があり、利用者のプラン数が35件超も見受けられる。 

● プラン件数が、特定者に要介護利用者35件以上と偏っている。 

 

 

 

 

 

 

 

２．管理者 

 

 

 

 

 

 

 

● 常勤専従であるべき管理者が同時平行して行なえるとは思えない業務に従事している。 

● 介護支援専門員の資格を有しない者を管理者として配置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定居宅介護支援事業
所」という。）ごとに一以上の員数の指定居宅介護支援の提供に当たる介護支援専門員で
あって常勤であるもの（以下第三条第二項を除き、単に「介護支援専門員」という。）を
置かなければならない。 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数が三十五又はその端数を増すごとに一と  
する。 

 

第三条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに常勤の管理者を置かな
ければならない。  

２ 前項に規定する管理者は、介護支援専門員でなければならない。  
３ 第一項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、
次に掲げる場合は、この限りでない。  
一 管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する
場合  

二 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定居宅

介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

（ポイント） 

・ 基準を遵守した介護支援専門員の配置に努めること。 

・ 介護支援専門員の配置は、利用者数35人に対して１を基準とし、利用者の数が35人

又はその端数を増すごとに増員すること。 

・ 介護支援専門員証の有効期間を確認しておくこと。 

・ 介護支援専門員とは、介護支援専門員証の交付を受けたものをいう。 

 

（ポイント） 

・ 管理者は、介護支援専門員であって、専らその職務に従事する常勤であることが原則。

（管理上支障がない場合は、①又は②との兼務可。） 

① 当該事業所の介護支援専門員 

② 同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務（管理業務とする。） 

兼務する職務が当該事業所の管理業務と同時並行的に行えない場合は不可。 

・ 管理者が他の業務を兼務できるのは、居宅介護支援事業所の管理業務に支障がない場合

に限られる。 
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Ⅱ 運営に関する基準 

１．内容及び手続の説明及び同意 

 

 

 

 

 

 

● 「重要事項説明書」の記載事項が不十分。 

・ 加算の算定を行っているが、「重要事項説明書」に料金の記載がなく、加算算定に関
する同意が書面で確認できなかった。 

● 説明・同意・交付が確認できない。 
・ 交付を行ったことが分からない。同意の日付が無い。 

 

 

 

 

 

 

 

２．サービス提供困難時の対応 

第六条 指定居宅介護支援事業者は、当該事業所の通常の事業の実施地域（当該指定居宅介

護支援事業所が通常時に指定居宅介護支援を提供する地域をいう。以下同じ。）等を勘案

し、利用申込者に対し自ら適切な指定居宅介護支援を提供することが困難であると認めた

場合は、他の指定居宅介護支援事業者の紹介その他の必要な措置を講じなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

・ 「重要事項説明書」に掲載する情報の見直しを行ない、利用者への正しい情報提供に努

めること。 

・ 「重要事項説明書」は、利用申込者が事業所を選択するために重要な事項を説明するた

めのものであるので、あらかじめ当該説明書を交付し、重要事項の説明を行なうこと。 

その後、利用申込者がサービス提供を希望する場合に同意を得ること。同意を得る方法

は、書面によることが望ましい。 

・ 「重要事項説明書」と「運営規程」の内容が整合していること。 

※ 運営規程の内容を変更する場合は、別途、変更届が必要。 

（ポイント） 

・ 居宅介護支援事業者は、正当な理由なく指定居宅介護支援の提供を拒んではならない。 

正当な理由とは、次のような場合等である。 

① 事業所の現員では対応しきれない場合。 

② 利用申込者の居住地が通常の実施地域外である場合。 

③ 利用申込者が他の居宅介護支援事業所にも併せて依頼している場合。 

・ 受け入れができない場合は、他の居宅介護支援事業所の紹介を行なうこと。 

第四条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、
利用申込者又はその家族に対し、第十八条に規定する運営規程の概要その他の利用申込者
のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当
該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。  

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、居宅
サービス計画が第一条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるもので
あること等につき説明を行い、理解を得なければならない。 
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３．指定居宅介護支援の具体的取扱方針 

 

 

 

 

● 介護支援専門員証の有効期間の切れた者が計画を作成していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

● ショートステイだけでなく、訪問介護やデイサービスの計画回数も適宜・必要時と位置

付けており、家族の希望のまま、もしくは事業所の空き状況からサービス回数の増減を行

なっている。 

● 平成２７年４月の介護報酬改定により、ショートステイの継続利用が30日を超えた場

合、31日目から30単位／日減算となったが、これに伴い、減算を逃れるために、利用

者の意向や必要性を無視して、不自然にショートステイ先を移動させるといった不適切な

事例が見受けられた。 

 

 

 

 

 

 

 

● 有料老人ホームに入所している利用者のため、インフォーマルサービスが有料老人ホー

ムの職員によるものしか計画に記載されていない。（他にもインフォーマルなサービスが

あるにもかかわらず、入所しているからという理由で安易に位置付けている。） 

 

 

 

 

 

第十三条 指定居宅介護支援の方針は、第一条の二に規定する基本方針及び前条に規定する

基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

一 一 指定居宅介護支援事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関
する業務を担当させるものとする。 

 

二 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はそ
の家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行う。 

（ポイント） 

・ 無資格者に計画を作成させたことになり、行政処分の対象になる。 

三 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の自立した日常生
活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又は家族の状況等に応じ、継続的かつ計画
的に指定居宅サービス等の利用が行われるようにしなければならない。 

（ポイント） 

・継続的かつ計画的に指定居宅サービス等の利用が行われるようにしなければならない。 

四 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の日常生活全般を
支援する観点から、介護給付等対象サービス（法第二十四条第二項 に規定する介護給
付等対象サービスをいう。以下同じ。）以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当
該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて居宅サービス計画
上に位置付けるよう努めなければならない。 

（ポイント） 

・ 保健医療サービス又は福祉サービス、家族や地域等インフォーマルな支援を含めた総合

的な計画となるよう努めること。 

五 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成の開始に当たっては、利用者によるサー
ビスの選択に資するよう、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサービ
スの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供するものとする。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8e%6c%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002400000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002400000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002400000000002000000000000000000
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● アセスメントを実施していない。 

  ・ 初回の計画作成時、長期短期目標終了時等、必要な時期にアセスメントを実施せずに

計画を作成している。 

● アセスメント様式が十分活用できておらず、課題の抽出ができていない。 

  ・ アセスメント表の各項目に空白が多く、十分な課題の抽出ができていない。 

・ 認定調査書の内容をアセスメント表の各項目に複写しているのみで、ケアマネジャー

としての課題を分析した記載や課題の優先順位の記載がなく、適切に課題の抽出ができ

ていない。 

・ アセスメントの様式を、事業所独自で作成し、23項目を満たしていない簡単な様式

を使用している。 

● 利用者の有する日常生活上の能力、家族の介護力等の把握が不十分で自立の視点がない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 居宅サービス計画原案に位置づけた、生活全般の解決すべき課題とアセスメントから抽

出された課題との関連性が分からない。 

・ アセスメントにない課題が居宅サービス計画に記載されている。 

六 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、適切な方法により、利用
者について、その有する能力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれ
ている環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立し
た日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握しなければ
ならない。  

七 介護支援専門員は、前号に規定する解決すべき課題の把握（以下「アセスメント」と
いう。）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して行わな
ければならない。この場合において、介護支援専門員は、面接の趣旨を利用者及びその
家族に対して十分に説明し、理解を得なければならない。 

（ポイント） 

・ 利用者の解決すべき課題の把握に当たっては、様式は問わないが、課題分析標準項目（23

項目）介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示についての全項目について

実施すること。 

・ 課題分析の最後には、全体のまとめを記載し、単なる事実の列記に終らず、居宅サービ

ス計画の第2表の課題につながることを意識して、その課題の根拠、要因等も考慮し、優

先順位をつけ記載することが望ましい。 

八 介護支援専門員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結果に基づ 
き、利用者の家族の希望及び当該地域における指定居宅サービス等が提供される体制を   
勘案して、当該アセスメントにより把握された解決すべき課題に対応するための最も適 
切なサービスの組合せについて検討し、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合 
的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、提供されるサービスの目標及びその達成 
時期、サービスの種類、内容及び利用料並びにサービスを提供する上での留意事項等を 
記載した居宅サービス計画の原案を作成しなければならない。 
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・ アセスメントで抽出されている内容が居宅サービス計画に位置付けされていない又は

位置付けが不十分で、課題が反映されていない。 

 

● 居宅サービス計画書の様式への記載の仕方が適切でない。 

・ 目標期間の設定が、認定有効期間より、2ヶ月延長した期日になっていた。 

・ 訪問介護やデイサービスの利用回数を適宜・必要時と位置付けており、サービス回数

の増減が利用票だけで変更されている。 

・ 長期、短期目標の設定が、利用者の状態に合わせて個別性・具体的・段階的でないた 

め、期間内に達成された評価ができない。 

・ サービス内容が具体性を欠く。 

・ デイケアとデイサービスの利用目的、区別ができていない。 

・  福祉用具貸与の理由等が記載されていない。 

・  本人が取り組むべき事項や家族による援助、保険給付以外のインフォーマル支援等 

の位置付けが不十分。 

● 利用者の希望が聞き取れていないものがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 適切な時期、必要な時期に、サービス担当者会議を開催していない。 

・ プランの開始日より後に、サービス担当者会を開催している。 

・ 新たに訪問介護事業所の利用が追加になっているにもかかわらず、サービス担当者会

を開催していない。 

（ポイント） 

・ アセスメントにより把握された解決すべき課題に対応した内容の計画を作成する。 

・ 居宅サービス計画の原案には、提供されるサービスについて、その長期的な目標及びそ

れを達成するために短期的な目標並びにそれらの達成時期を明確に盛り込み、当該達成時

期には居宅サービス計画及び各指定居宅サービス等の評価を行うこと。 

・ サービス内容は、目標の達成、課題の解決につながるような内容とすること。 

・ 通所介護又は通所リハビリテーションの複数利用の場合、必要性を判断し、それぞれの

サービスを利用する目標、理由等を明確にすること。 

 

九 介護支援専門員は、サービス担当者会議（介護支援専門員が居宅サービス計画の作成 
のために、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、居宅サービス計画の原案に位置 
付けた指定居宅サービス等の担当者（以下この条において「担当者」という。）を召集 
して行う会議をいう。以下同じ。）の開催により、利用者の状況等に関する情報を担当 
者と共有するとともに、当該居宅サービス計画の原案の内容について、担当者から、専 
門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由がある場合につ 
いては、担当者に対する照会等により意見を求めることができるものとする。 
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● 居宅サービス計画原案に位置づけられた全ての担当者を召集していない。 

・ サービス担当者会議に出席できないサービス担当者に、意見照会をしていない。 

・ サービス担当者全員に照会をかけ、回答を待つことなく新たなプランを作成。 

● サービス担当者会議の記録が確認できない。 

・ サービス担当者会議の記録が保管されていない。 

● サービス担当者会議の目的が果たせていない。 

・ サービス担当者会議に利用者本人が出席しておらず、担当者会議の場でケアマネが利

用者の意向を代弁していない。 

・ サービス担当者会議の参加者の専門的な意見を計画に反映できていおらず、担当者会

議の目的が果せていない。 

・ 主治医の意見を聞いておらず、医療系サービスを利用する理由が明確に示されていな

い又は主治医の意見の記載がなく、共有できていない。 

・  継続して福祉用具貸与を利用する場合、その必要性について、専門的意見を聴取し、

検証の上、継続利用の必要な理由が記載できていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 利用者の同意の記載がない。 

● 事業所に交付した記録がない。 

 

 

 

（ポイント） 

・ 居宅サービス計画原案に位置づけられた全ての居宅サービス等の担当者を招集するこ

とが必要である。（意見照会を含む） 

・ 意見照会を行なうのは、次のような「やむを得ない理由」がある場合である。 

① サービス担当者の事由により参加が得られなかった場合。 

② 居宅サービス計画の変更から間もない場合で利用者の状態に大きな変化が見られな

い場合。 

・ サービス担当者の事由により出席できない場合でも、照会等により意見を求め、その内

容を記録しておくこと。 

・ サービス提供前までに開催すること。 

十 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等につい 
て、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、当該居宅サービス計画の原案の内 
容について利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得なければ 
ならない。  

十一 介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、当該居宅サービス計画を 
利用者及び担当者に交付しなければならない。  
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● 利用者の居宅を訪問し、利用者に面接していない。 

・ デイサービスの事業所で面接したり、家族とのみ面接し、本人と面接していない。 

・ 居宅へ訪問した記録が確認できない。 

● モニタリングが実施できていない 。 

・ モニタリングの記録が1月に1回もない。 

● モニタリングの記載の仕方が不十分 

・ 漫然と何ヶ月も同じモニタリング結果が記載されており、利用者・家族の意向・満足

度等、目標の達成度、事業所との調整内容、サービス計画の変更の必要性等について検

討されていない。（毎月内容をコピーしほぼ同じ内容になっている） 

 

（ポイント） 

・ 計画開始日前に、居宅サービス計画原案の内容を説明し、文書により利用者の同意を得

て、居宅サービス計画を交付すること。 

・ 同意を要する居宅サービス計画原案とは、居宅サービス計画書の第１～3表及び第６，

７表の全てである。 

・ 居宅サービス計画に位置づけた全てのサービス事業所へ交付すること。 

・ 利用者が同意したことが分かる形で交付すること。 

十三 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把 
握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）を行い、必要に応じて居宅サー 
ビス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うも 
のとする。  

十四 介護支援専門員は、前号に規定する実施状況の把握（以下「モニタリング」という。） 
に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行 
うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行わなければならない。  
イ 少なくとも一月に一回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 
ロ 少なくとも一月に一回、モニタリングの結果を記録すること。 

 

十二 介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等に 
対して、訪問介護計画（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基
準（平成十一年厚生省令第三七号。以下「指定居宅サービス等基準」という。）第二
四条第一項に規定する訪問介護計画をいう。）等指定居宅サービス等基準において位
置付けられている計画の提出を求めるものとする。 

（ポイント） 

・ 居宅介護支援事業所とサービス提供事業者の意識の共有を図る。 

・ 居宅サービス計画と個別サービス計画の連動性や整合性について確認する。 
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● 第 9号の指摘と同様 

・ 照会が担当者会までに間に合わない、照会しても回答が返ってきていないケース等が

あった。 

 

 

 

 

 

 

● 長期・短期目標終了後、認定期間中の残りの期間の計画作成ができていない。 

● 短期目標終了時に軽微な変更として取扱い、一連の業務を実施していない。 

● アセスメントや計画書は前回のものを日付を修正しただけで、ほぼ同様の内容であり、

基準第13条第三号～第十二号までに掲げる一連の業務を実施したことを確認できない。

計画を更新してはいるが、長期、短期目標は変わっていない。 

● 更新時と状態変更時のみアセスメント表を用いてアセスメントを実施し、その他のプラ

ン変更時（長期目標終了時）にはアセスメント表を用いず計画を作成している。 

 

 

 

（ポイント） 

・ 少なくとも一月（暦月）に一回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接して行なうこと。

また、その結果を記録すること。 

・ 「一月に一回」とは支援費は給付管理と一体であるという考えのもと、月末時点で一連

の流れを適切に行なうことが必要であることから、たとえ月途中から支援を開始したとし

ても月末までにモニタリングを行なうこと。 

・ モニタリングの記録については、様式は問わないが、記載の内容に、利用者やその家族

の意向・満足度等、目標の達成度、事業者との調整内容、居宅サービス計画の変更の必要

性等を網羅すること。 

十五 介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の開催により、
居宅サービス計画の変更の必要性について、担当者から、専門的な見地からの意見を求
めるものとする。ただし、やむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照
会等により意見を求めることができるものとする。  

  イ 要介護認定を受けている利用者が法第二十八条第二項 に規定する要介護更新認定
を受けた場合 

  ロ 要介護認定を受けている利用者が法第二十九条第一項 に規定する要介護状態区分
の変更の認定を受けた場合 

 

（ポイント）は第9号（サービス担当者会議について）参照 

十六 第三号から第十二号までの規定は、第十三号に規定する居宅サービス計画の変更に 

ついて準用する。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%94%aa%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002800000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002800000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002800000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000001000000000000000000
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● 医療系のサービスの位置づけの際、主治医の意見確認ができていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

・ 居宅サービス計画の変更に当たっては、利用者の希望による軽微な変更を除き、新規作

成時と同様の一連の業務（再アセスメント、居宅サービス計画原案の作成、サービス担当

者会議、利用者への説明、同意、利用者及び担当者への交付）を行なうこと。 

・ 「利用者の希望による軽微な変更」とは、モニタリング（再アセスメントを含む）によ

り、利用者の心身の状況や生活環境に変化がなく、居宅サービス計画に位置づけた総合的

な方針や生活全般の解決すべき課題、目標、サービス種別、サービス内容を変更する必要

がない場合において、介護支援専門員が一連の業務を行なう必要がないと判断したもので

ある。また、一連の業務を行なう必要がないと判断した理由等は記録に残しておくこと。 

「居宅サービス計画の軽微な変更の取扱いについて」平成24年 7月 20日 香川県健

康福祉部長寿社会対策課 事務連絡通知参照。 

十七 介護支援専門員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効率的
に提供された場合においても、利用者がその居宅において日常生活を営むことが困難と
なったと認める場合又は利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、
介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うものとする。 

十八 介護支援専門員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする要介護者から依
頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あらかじめ、居宅サ
ービス計画の作成等の援助を行うものとする。 

十九 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービス
の利用を希望している場合その他必要な場合には、利用者の同意を得て主治の医師又は
歯科医師（以下「主治の医師等」という。）の意見を求めなければならない。 

二十 介護支援専門員は、居宅サービス計画に訪問看護、通所リハビリテーション等の医
療サービスを位置付ける場合にあっては、当該医療サービスに係る主治の医師等の指示
がある場合に限りこれを行うものとし、医療サービス以外の指定居宅サービス等を位置
付ける場合にあっては、当該指定居宅サービス等に係る主治の医師の医学的観点からの
留意事項が示されているときは、当該留意点を尊重してこれを行うものとする。 

（ポイント） 
・ 居宅サービス計画に医療サービス（訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリ
テーション、居宅療養管理指導、短期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護
（訪問看護サービスを利用する場合に限る）、看護小規模多機能型居宅介護）を位置づけ
るには、主治医等の指示・意見等が必要である。 

・ 主治医等の指示・意見等については、医療連携の重要性という趣旨から居宅サービス計
画作成時に求めることが望ましい。 

・ 主治医等の指示・意見等内容については、支援経過表等に記録すること。また、共有す
べき情報については、サービス担当者会議にて共有し、サービス担当者会議の記録に残す
こと。また、必要であれば居宅サービス計画に記載すること。 
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● 福祉用具貸与の理由等が記載されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二十二 介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける場合にあって
は、その利用の妥当性を検討し、当該計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載するとと
もに、必要に応じて随時サービス担当者会議を開催し、継続して福祉用具貸与を受ける
必要性について検証をした上で、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合にはそ
の理由を居宅サービス計画に記載しなければならない。 

二十三 介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置付ける場合にあ
っては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特定福祉用具販売が必要な理由を記載
しなければならない。 

（ポイント） 

・ 福祉用具貸与・販売を居宅サービスに位置づける場合には、サービス担当者会議を開催

し、当該計画に必要な理由を記載すること。 

・ 福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後、必要に応じて随時サービス担当者

会議を開催し、継続利用の必要性を検証し、継続利用する場合には再度居宅サービス計画

にその理由を記載すること。 

二十六 指定居宅介護支援事業者は、法第百十五条の二十三第三項 の規定に基づき、指
定介護予防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委託を受けるに当たっては、そ
の業務量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務が
適正に実施できるよう配慮しなければならない。 

 

二十一 介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短期入所療養介護
を位置付ける場合にあっては、利用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分に
留意するものとし、利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除
き、短期入所生活介護及び短期入所療養介護を利用する日数が要介護認定の有効期間の
おおむね半数を超えないようにしなければならない。 

二十四 介護支援専門員は、利用者が提示する被保険者証に、法第七十三条第二項 に規
定する認定審査会意見又は法第三十七条第一項 の規定による指定に係る居宅サービ
ス若しくは地域密着型サービスの種類についての記載がある場合には、利用者にその
趣旨（同条第一項 の規定による指定に係る居宅サービス若しくは地域密着型サービス
の種類については、その変更の申請ができることを含む。）を説明し、理解を得た上
で、その内容に沿って居宅サービス計画を作成しなければならない。 

二十五 介護支援専門員は、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合
には、指定介護予防支援事業者と当該利用者に係る必要な情報を提供する等の連携を
図るものとする。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%95%53%8f%5c%8c%dc%8f%f0%82%cc%93%f1%8f%5c%8e%4f%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000011502300000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000011502300000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000011502300000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%b5%8f%5c%8e%4f%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000007300000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000007300000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000007300000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%4f%8f%5c%8e%b5%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003700000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003700000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000003700000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003700000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003700000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000003700000000001000000000000000000
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４．管理者の責務 

 

 

 

● 従業者である介護支援専門員が、居宅介護支援の業務を適切に行っていない。 

● 介護支援専門員の資格を有しない者を管理者としていた。 

５．勤務体制の確保 

 

 

 

 

 

 

● 非常勤職員の出勤管理ができていない。 

● 月ごとの勤務表を作成していない。 

● 研修に参加しているが、記録、資料の保管が不十分。欠席者への周知が不十分。 

第十七条 指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専
門員その他の従業者の管理、指定居宅介護支援の利用の申込みに係る調整、業務の実施状
況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員そ
の他の従業者にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

第十九条 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対し適切な指定居宅介護支援を提供できる

よう、指定居宅介護支援事業所ごとに介護支援専門員その他の従業者の勤務の体制を定め

ておかなければならない。  

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、当該指定居宅介護支援事

業所の介護支援専門員に指定居宅介護支援の業務を担当させなければならない。ただし、

介護支援専門員の補助の業務についてはこの限りでない。  

３ 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の資質の向上のために、その研修の機会を
確保しなければならない。 

（ポイント） 

・ 指定介護予防支援業務の受託件数の制限（常勤換算法で算定した介護支援専門員 1 人

につき 8 人）は廃止されたが、受託するに当たっては、その業務量等を勘案し、本来   

行なうべき指定居宅介護支援業務の適正な実施に影響を及ぼすことのないよう配慮する

こと。 

・ 逓減制に係る取扱件数の算出の際には、予防件数も 2 分の１を乗じた数で参入される

ことに注意すること。 

 

二十七 指定居宅介護支援事業者は、法第百十五条の四十八第四項の規定に基づき、同
条第一項に規定する会議から、同条第二項の検討を行うための資料又は情報の提供、
意見の開陳その他必要な協力の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなけ
ればならない。 

 

（ポイント） 

・ 地域ケア会議から資料又は情報の提供の求めがあった場合には、協力するよう努める

こと。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%95%53%8f%5c%8c%dc%8f%f0%82%cc%93%f1%8f%5c%8e%4f%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000011502300000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000011502300000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000011502300000003000000000000000000
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６．設備及び備品等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．従業者の健康管理 

 

 

 

● 管理者が従業者の健康診断の結果を把握し、記録を残すなどの方法により、必要な管理

を行っていない。 

 

 

 

 

 

８．秘密保持 

 

 

 

 

 

 

 

第二十条 指定居宅介護支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画を有するととも
に、指定居宅介護支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 

第二十一条 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の清潔の保持及び健康状態につい
て、必要な管理を行わなければならない。 

第二十三条 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員その他の従業者は、正当な理由がな
く、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。  

２ 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員その他の従業者であった者が、正当な理由
がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことのないよう、必要な
措置を講じなければならない。  

３ 指定居宅介護支援事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用い
る場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あ
らかじめ文書により得ておかなければならない。 

（ポイント） 

・ 勤務表は、原則管理者を含む全ての従業者を記載し、事業所毎、月毎に作成すること。 

・ 従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、職種、兼務関係等を明記すること。 

・ 研修記録の保管及び従業者全員に研修内容の周知・共有をしておくこと。 

（ポイント） 

・ プライバシー保護の観点から、鍵付きの書庫を準備する等、書類の保管には十分配慮

すること。 

・ 事業所の所在地や専用区画が変わる場合は事前に指定権者に相談し、変更届を提出す

ること。 

（ポイント） 

・ 介護支援専門員が媒介して感染拡大しないよう、健康管理に努めること。 

・ 従業者の健康診断の結果を把握し、記録を保管しておくこと。 
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● 従業員が業務上知り得た秘密を漏らすことがないようにする必要な措置が執られていな

い。 

● 個人情報を用いることについて、利用者の家族の同意が無い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．苦情処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 事例が無いため、様式の整備をしていない。 

 

 

 

 

第二十六条 指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援又は自らが居宅
サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等（第六項において「指定居宅介護支援等」
という。）に対する利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければな
らない。  

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記
録しなければならない。  

３ 指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援に関し、法第二十三条 の
規定により市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の
職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調査
に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は
助言に従って必要な改善を行わなければならない。  

４ 指定居宅介護支援事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内容
を市町村に報告しなければならない。  

５ 指定居宅介護支援事業者は、自らが居宅サービス計画に位置付けた法第四十一条第一
項 に規定する指定居宅サービス又は法第四十二条の二第一項 に規定する指定地域密着
型サービスに対する苦情の国民健康保険団体連合会への申立てに関して、利用者に対し
必要な援助を行わなければならない。  

６ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援等に対する利用者からの苦情に関して
国民健康保険団体連合会が行う法第百七十六条第一項第三号 の調査に協力するととも
に、自ら提供した指定居宅介護支援に関して国民健康保険団体連合会から同号 の指導又
は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければ
ならない。  

７ 指定居宅介護支援事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、
前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければならない。 

（ポイント） 

・ 従業員である間はもちろん、従業員でなくなった後においても秘密を保持すべき旨の取

り決め等をすること。 

・ 家族の個人情報を利用する可能性もあるため、利用者だけでなく家族についても記名で

きる様式にしておくこと。 

・ 個人情報漏洩防止のため、保管庫は施錠可能なものとし、中のファイル等が見えないよ

うにすること。 

※ 個人情報の取扱いについては「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱

いのためのガイドライン」等を参照。 

（ポイント） 

・ 苦情処理に関する記録様式を整備し、苦情を受付けた場合は、苦情の内容等を記録  

すること。また、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取り組みを行なう

こと。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8e%4f%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002300000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002300000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002300000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%6c%8f%5c%88%ea%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004100000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004100000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004100000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%6c%8f%5c%88%ea%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004100000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004100000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004100000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%6c%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004200200000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004200200000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004200200000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%95%53%8e%b5%8f%5c%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000017600000000001000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000017600000000001000000003000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000017600000000001000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000017600000000001000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000017600000000001000000003000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000017600000000001000000003000000000
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１０．事故発生時の対応 

 

 

 

 

 

 

● 事故が発生していないため、記録様式の整備をしていない。 

● 損害賠償保険に加入しておらず、速やかに賠償に対応できるとは言い難い状況にある。 

 

 

 

 

 

１１．会計の区分 

 

 

 

 

１１．会計の区分 

 

 

 

● 同一法人で実施されている他の事業と会計が区分されていない。 

（ポイント） 

・ 同一法人内に複数事業所がある場合であっても、事業所ごとに会計を区分すること。 

 

 

 

 

 

 

 

第二十七条 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により  
事故が発生した場合には速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要 
な措置を講じなければならない。  

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について 
記録しなければならない。  

３ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべ
き事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 
 

第二十八条 指定居宅介護支援事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、指定居
宅介護支援の事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなければならない。 

（ポイント） 

・ 事故処理に関する記録様式を整備し、事故が発生した場合は、事故の状況や、その後

の処置について記録し、再発防止に取り組むこと。 

・ 事故報告については、「指定介護サービス事業者における事故発生時の報告マニュア

ル香川県健康福祉部長寿社会対策課 平成 20年1月 15日制定（平成２７年２月２７

日改正）」を参照。 
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１２．記録の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二十九条 指定居宅介護支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を
整備しておかなければならない。  

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する次の各
号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならない。  
一 第十三条第十三号に規定する指定居宅サービス事業者等との連絡調整に関する 
記録  

二 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した居宅介護支援台帳  
イ 居宅サービス計画 
ロ 第十三条第七号に規定するアセスメントの結果の記録 
ハ 第十三条第九号に規定するサービス担当者会議等の記録 
ニ 第十三条第十四号に規定するモニタリングの結果の記録 

三 第十六条に規定する市町村への通知に係る記録  
四 第二十六条第二項に規定する苦情の内容等の記録  
五 第二十七条第二項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置について 
の記録  

（ポイント） 

・ H26年 4月からは、香川県条例（高松市条例）により、5年間保存としている。 

（県条例第3条別表第２（市条例第3条別表第２）） 
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Ⅲ居宅介護支援費算定に関する基準（厚生省告示第２０号） 

１．運営基準減算 

  居宅介護支援の業務が適切に行われない場合には、運営基準減算として減算する。 

   運営基準減算の状態が1か月…所定単位数の１００分の５０に減算 

   運営基準減算の状態が2月以上継続…所定単位数は算定しない 

 

〔別表注２、老企第３６号第３の６〕 

（１） 居宅サービス計画の新規作成及びその変更に当たっては、次の場合に減算されるも

のであること。 

  ① 当該事業所の介護支援専門員が、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接していない

場合には、当該居宅サービス計画に係る月（以下「当該月」という。）から当該状態

が解消されるに至った月の前月まで減算する。 

  ② 当該事業所の介護支援専門員が、サービス担当者会議の開催等を行っていない場合

（やむを得ない事情がある場合を除く。以下同じ。）には、当該月から当該状態が解

消されるに至った月の前月まで減算する。 

  ③ 当該事業所の介護支援専門員が、居宅サービス計画の原案の内容について利用者又

はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得た上で、居宅サービス計画

を利用者及び担当者に交付していない場合には、当該月から当該状態が解消されるに

至った月の前月まで減算する。 

 

（２） 次に掲げる場合においては、当該事業所の介護支援専門員が、サービス担当者会議

等を行っていないときには、当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで

減算する。 

  ① 居宅サービス計画を新規に作成した場合 

  ② 要介護認定を受けている利用者が要介護更新認定を受けた場合 

  ③ 要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合 

（３） 居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握（以下「モニタリ

ング」という）に当たっては、次の場合に減算されるものであること。 

  ① 当該事業所の介護支援専門員が１月に利用者の居宅を訪問し、利用者に面接してい

ない場合には、特段の事情のない限り、その月から当該状態が解消されるに至った月

の前月まで減算する。 

  ② 当該事業所の介護支援専門員がモニタリングの結果を記録していない状態が１月以

上継続する場合には、特段の事情のない限り、その月から当該状態が解消されるに至

った月の前月まで減算する。 
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● 居宅サービス計画の新規作成及びその変更に当たって、アセスメントを実施していない。 

● アセスメントについて、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接したことが

確認できない。 

● 利用者・担当者に居宅サービス計画を交付した記録がなく、交付が確認できない。 

● 月途中から居宅介護支援を開始した場合、その月のうちに利用者の居宅を訪問、面接、

モニタリングを行っていない。 

● モニタリングについて、少なくとも１月（暦月）に１回、利用者の居宅を訪問し、利用

者と面接をしたことが確認できない、又は訪問し、本人と面接をしていない。 

● モニタリングの結果を記録していない状態が1月以上継続している。 

● 計画の変更において、サービス担当者会議を開催したことが確認できない、又は開催し

ていない。 

 

２．特定事業所集中減算 

  正当な理由なく、指定居宅介護支援事業所において前6月間に作成した居宅サービス計

画に位置付けられた訪問介護サービス等の提供総数のうち、同一の訪問介護サービス等に

係る事業者によって提供されたものの占める割合が１００分の８０を超えた場合、１月に

つき２００単位を所定単位数から減算する。 

 

 平成 27年度介護報酬改定における変更点 

○ 正当な理由なく、特定の事業所の割合が80％を超える場合に減算する。 

  （旧要件の適用割合：90％超） 

○ 対象サービスの範囲については、一部を除き限定を外す。 

  （旧要件の対象サービス：訪問介護、通所介護、福祉用具貸与） 

適用開始は平成27年9月 1日 

 

〔老企第３６号の１０〕 

（１）判定期間と減算適用期間 

   居宅介護支援事業所は、毎年度２回、次の判定期間における当該事業所において作成 

された居宅サービス計画を対象とし、減算の要件に該当した場合は、次に掲げるところ 

に従い、当該事業所が実施する減算適用期間の居宅介護支援のすべてについて減算を適 

用する。 

  ① 判定期間が前期（３月１日から８月末日）の場合は、減算適用期間を１０月１日か 

ら３月３１日までとする。 

  ② 判定期間が後期（９月１日から２月末日）の場合は、減算適用期間を４月１日から 

   から９月３０日までとする。 
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（２）判定方法 

各事業所ごとに、当該事業所において判定期間に作成された居宅サービス計画のうち、

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所リハビ

リテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護（利用

期間を定めて行うものに限る。）、福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護（利用期間を定

めて行うものに限る。）、認知症対応型共同生活介護（利用期間を定めて行うものに限

る。）、地域密着型特定施設入居者生活介護（利用期間を定めて行うものに限る。）、

又は看護小規模多機能型居宅介護（利用期間を定めて行うものに限る。）（以下「訪問

介護サービス等」という。）が位置づけられた居宅サービス計画の数をそれぞれ算出し、

訪問介護サービス等それぞれについて、最もその紹介件数の多い法人（以下「紹介率最

高法人」という。）を位置付けた居宅サービス計画の数の占める割合を計算し、訪問介

護サービス等のいずれかについて８０％を超えた場合に減算する。 

 （具体的な計算式） 

 居宅介護支援事業所ごとに、それぞれのサービスにつき、次の計算式により計算し、

いずれかのサービスの値が８0％を超えた場合に減算。 

 当該サービスに係る紹介率最高法人の居宅サービス計画数÷当該サービスを位置付け

た計画数 

 

（３）算定手続 

   判定期間が前期の場合については９月１５日までに、判定期間が後期の場合について 

は３月１５日までに、すべての居宅介護支援事業者は、次に掲げる事項を記載した書類 

を作成し、算定の結果８０％を超えた場合については当該書類を都道府県知事（指定都 

市及び中核市においては、指定都市又は中核市の市長）に提出しなければならない。な 

お、８０％を超えなかった場合についても、当該書類は、各事業所において２年間保存 

しなければならない。 

  ① 判定期間における居宅サービス計画の総数 

  ② 訪問介護サービス等のそれぞれが位置付けられた居宅サービス計画数 

  ③ 訪問介護サービス等のそれぞれの紹介率最高法人が位置付けられた居宅サービス計 

画数並びに紹介率最高法人の名称、住所、事業所名及び代表者名 

  ④ （２）の算定方法で計算した割合 

  ⑤ （２）の算定方法で計算した割合が８０％を超えている場合であって正当な理由が 

ある場合においては、その正当な理由 
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（４）正当な理由の範囲 

   （３）で判定した割合が８０％を超える場合には、８０％を超えるに至ったことにつ 

いて正当な理由がある場合においては、当該理由を都道府県知事（指定都市及び中核 

市においては、指定都市又は中核市の市長）に提出すること。なお、都道府県知事（指 

定都市及び中核市においては、指定都市又は中核市の市長）が当該理由を不適当と判 

断した場合は特定事業所集中減算を適用するものとして取り扱う。正当な理由として 

考えられる理由を例示すれば次のようなものであるが、実際の判断に当たっては、地 

域的な事情等も含め諸般の事情を総合的に勘案し正当な理由に該当するかどうかを都 

道府県知事（指定都市及び中核市においては、指定都市又は中核市の市長）において 

適正に判断されたい。 

① 居宅介護支援事業者の通常の事業の実施地域に訪問介護サービス等が各サービスご 

とでみた場合に五事業所未満である場合などサービス事業所が少数である場合 

  （例） 訪問介護事業所として４事業所、通所介護事業所として１０事業所が所在   

する地域の場合 

   紹介率最高法人である訪問介護事業者に対して、減算は適用されないが、紹介率  

最高法人である通所介護事業者に対して、減算は適用される。 

 ② 特別地域居宅介護支援加算を受けている事業者である場合 

 ③ 判定期間の一月当たりの平均居宅サービス計画件数が二十件以下であるなど事業   

所が小規模である場合 

④  判定期間の１月当たりの居宅サービス計画のうち、それぞれのサービスが位置付け

られた計画件数が１月当たり平均１０件以下であるなど、サービスの利用が少数で

ある場合 

⑤  サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより特定の事 

業者に集中していると認められる場合 

⑥ その他正当な理由と都道府県知事（指定都市及び中核市においては、指定都市又は 

中核市の市長）が認めた場合 

 

上記以外に、香川県が正当な理由として認めているもの〔１８長寿第８３０８号（２７年 

７月２８日一部修正）〕（別添） 

 

● 基準に係る算定書類を作成しておらず、その結果を保存していない。 

● 正当な理由に該当すると勝手に判断し、80％を超えているにもかかわらず判定様式を県

に提出していない。 

● 法人毎でなく事業所毎に割合算定していたため、80％を超えていることに気づかず、判

定様式を県（高松市）に提出していない。 

● 特定事業所集中減算に該当していたにも関わらず、適切に減算請求していない。 
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３．特定事業所加算 

専門性の高い人材の確保、中重度者や支援困難ケースへの対応など、事業所全体として

より質の高いケアマネジメントを実施している居宅介護支援事業所に対して、一定単位数

を加算するもの。 

イ 特定事業所加算（Ⅰ）５００単位 

ロ 特定事業所加算（Ⅱ）４００単位 

ハ 特定事業所加算（Ⅲ）３００単位 

 

厚生労働大臣が定める基準 （平成27年厚生労働省告示第95条第84号） 

イ 特定事業所加算（Ⅰ） 

(１) 専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を２名以上配置し

ていること。 

(２) 専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を３名以上配置してい

ること。 

(３) 利用者に関する情報又はサービス提供にあたっての留意事項に係る伝達等を目的と

した会議を定期的に開催すること。 

(４) 24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確

保していること。 

(５) 算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が３～５である者の占め

る割合が１００分の４０以上であること。 

(６) 当該指定居宅介護支援事業所における支援専門員に対し、計画的に研修を実施して

いること。 

(７) 地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支

援が困難な事例に係る者に指定居宅介護支援を提供していること。 

(８) 地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること。 

(９) 居宅介護支援費に係る運営基準減算又は特定事業所集中減算の適用をうけていない

こと。 

(10) 指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利用者数が当

該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員1人当たり40名未満であること。 

(１１) 介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実

習」等に協力又は協力体制を確保していること。（平成 28年度の介護支援専門員実務

研修受講試験の合格発表の日から適用） 
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ロ 特定事業所加算（Ⅱ） 

(１) イ(２)、(３)、(４)、(６)、(７)、(９)、(１０)及び(１１)の基準に適合すること。 

(２) 専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置しているこ

と。 

 

ハ 特定事業所加算（Ⅲ） 

(１) イ(３)、(４)、(６)、(７)、(９)、(１０)及び(１１)の基準に適合すること。 

(２) ロ(２)の基準に適合すること。 

(３) 専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を2名以上配置してい

ること。 

 

 

〔老企第３６号 第３の１１ ※一部抜粋〕 

（１）趣旨 

   特定事業所加算制度は、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応を行うほか、専

門性の高い人材を確保し、質の高いケアマネジメントを実施している事業所を評価し、

地域全体のケアマネジメントの質の向上に資することを目的とするものである。 

（２）基本的取扱方針 

  対象となる事業所については、 

  ・公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事業所であること。 

・常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員が配置され、どのような支援 

困難ケースでも適切に処理できる体制が整備されている、いわばモデル的な居宅介護

支援事業所であること 

が必要となるものである。 

   本制度については、こうした基本的な取扱方針を十分に踏まえ、中重度者や支援困難

ケースを中心とした質の高いケアマネジメントを行うという特定事業所の趣旨に合致し

た適切な運用を図られるよう留意されたい。 

 

 

（ポイント） 

・ 特定事業所加算(Ⅰ)の算定要件として、常勤かつ専従の介護支援専門員3名とは別に、主

任介護支援専門員2名を置く必要がある（合計5名）。特定事業所加算(Ⅱ)の算定要件と

して、常勤かつ専従の介護支援専門員3名とは別に、主任介護支援専門員を置く必要があ

る（合計 4 名）。特定事業所加算(Ⅲ)の算定要件として、常勤かつ専従の介護支援専門員

２名とは別に、主任介護支援専門員を置く必要がある（合計３名）。 
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・ 定期的に開催する会議の開催頻度は、おおむね週１回以上であること。 

・ 「計画的に研修を実施していること」については、当該事業所における介護支援専門員の 

資質向上のための研修体系と当該研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに、介護 

支援専門員について個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等について、毎年 

度少なくとも次年度が始まるまでに次年度の計画を定めなければならない。 

・ 情報の提供 

特定事業所加算取得事業所については、介護保険法に基づく情報公表を行うほか、積極的に

特定事業所加算取得事業所である旨を表示するなど利用者に対する情報提供を行うこと。 

また、利用者に対し、特定事業所加算取得事業所である旨及びその内容が理解できるよう説

明を行うこと。 

 

● 運営基準減算に該当しているにもかかわらず算定していた。 

● 研修計画は定めているが、非常勤も含め全介護支援専門員ごとの個別具体的な研修の目

標を定めていない。 

● 研修計画を年度開始後に作成していた。 

 

４．入院時情報連携加算 

利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、当該病院又は診療所の職員に対して 

 当該利用者の心身の状況や生活環境等の当該利用者に係る必要な情報を提供した場合に算

定する。 

  入院時情報連携加算（Ⅰ）２００単位 

…医療機関へ出向いて、当該医療機関の職員と面談し、必要な情報を提供 

  入院時情報連携加算（Ⅱ）１００単位 

   …（Ⅰ）以外の方法により必要な情報を提供 

 

〔老企第３６号 第３の１２〕 

（１）総論 

「必要な情報」とは、具体的には、当該利用者の心身の状況（例えば疾患・病歴、 

認知症の有無や徘徊等の行動の有無など）、生活環境（例えば家族構成、生活歴、介護

者の介護方法や家族介護者の状況など）及びサービスの利用状況をいう。当該加算につ

いては、利用者１人につき１月に１回を限度として算定することとする。なお、利用者

が入院してから遅くとも７日以内に情報提供した場合に算定することとする。 

また、情報提供を行った日時、場所（医療機関へ出向いた場合）、内容、提供手段（面

談、FAX等）等について、居宅サービス計画等に記録すること。なお、情報提供の方法

としては、居宅サービス計画等の活用が考えられる。 
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（２）入院時情報連携加算（Ⅰ） 

医療機関へ出向いて、当該医療機関の職員と面談し、必要な情報を提供した場合に

所定単位数を算定する。 

（３）入院時情報連携加算（Ⅱ） 

   （２）以外の方法により必要な情報を提供した場合に所定単位数を算定する。 

 

（ポイント） 

・ 情報提供の方法は、文書、口頭等を問わないが、情報提供を行った日時、場所（医療機 

関へ出向いた場合）、内容（誰が、誰に、どのような内容を情報提供したのか等）、提供 

手段（面談、FAX等）について、支援経過等に記録すること。 

・ 文書で情報提供した場合は、その写しを保存すること。 

 

５．退院・退所加算    

退院・退所に当たり、医療機関・施設の職員と面談し、必要な情報を受けたうえで居宅 

サービス計画を作成し、居宅または地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合

に、居宅又は地域密着型サービスの利用開始月に算定する。（３００単位） 

〔老企第３６号 第３の１３〕 

（１） 病院若しくは診療所への入院又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険

施設への入所をしていた者が退院又は退所（地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護又は介護福祉施設サービスの在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除

く。）し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合

において、当該利用者の退院又は退所に当たって、当該病院、診療所、地域密着型

介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情

報を得た上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービス

の利用に関する調整を行った場合には、当該利用者の居宅サービス又は地域密着型

サービスの利用開始月に所定単位数を加算する。ただし、初回加算を算定する場合

は、算定しない。なお、利用者に関する必要な情報については、別途定めることと

する。 

（２） 退院・退所加算については、入院又は入所期間中３回（医師等からの要請により

退院に向けた調整を行うための面談に参加し、必要な情報を得た上で、居宅サービ

ス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行っ

た場合を含む）まで算定することができる。 

ただし、３回算定することができるのは、そのうち１回について、入院中の担当

医との会議（カンファレンス）に参加して、退院後の在宅での療養上必要な説明（診

療報酬の算定方法（平成２６年厚生労働省告示第５７号）別表第一医科診療報酬点

数表の退院時共同指導料２の注３の対象となるもの）を行った上で、居宅サービス
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計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った

場合に限る。 

また、同一日に必要な情報の提供を複数回受けた場合又はカンファレンスに参加

した場合でも、１回として算定する。 

なお、原則として、退院・退所前に利用者に関する必要な情報を得ることが望ま

しいが、退院後７日以内に情報を得た場合には算定することとする。 

また、上記に係る会議（カンファレンス）に参加した場合は、（１）において別

途定める様式ではなく、当該会議（カンファレンス）等の日時、開催場所、出席者、

内容の要点等について居宅サービス計画等に記録し、利用者又は家族に提供した文

書の写しを添付すること。 

 

● 退院・退所した月の翌月末までにサービスが提供されなかった場合は算定不可。 

（QA（平成21年 3月23日）） 

● 面談で得た必要な情報が退院後の居宅サービス計画に反映されている状況が見受けられ

ない場合は算定不可。 

● 病院・施設等の職員と「面談」を行い、「情報提供を受けた」ということが確認できな

い。 
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１８長寿第８３０８号 

平成１８年６月１２日 

一部修正 平成２７年７月２８日 

 

各指定居宅介護支援事業所管理者 様 

 

香川県健康福祉部長寿社会対策課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

居宅介護支援費の算定に係る特定事業所集中減算の取扱いについて 

 

介護保険制度においては、「被保険者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サー

ビスが、多様な事業者又は施設から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなけれ

ばならない（介護保険法第２条第３項）」とされており、一方、「介護支援専門員は、その担当

する要介護者の人格を尊重し、常に当該要介護者の立場に立って、当該要介護者に提供される居

宅サービス等が特定の種類又は特定の事業者若しくは施設に不当に偏ることのないよう、公正か

つ誠実にその業務を行わなければならない（介護保険法第６９条の３４第１項）」とされていま

す。 

このため、平成１８年４月の介護報酬改定において、ケアマネジメントの仕組みが公正中立に

機能するとともにサービスの質の向上を目的として、居宅介護支援費の算定に係る特定事業所集

中減算が新設され、平成２７年４月の介護報酬改定において、一部強化されたところです。 

このことに伴い、平成２７年９月１日から、県では、特定事業所集中減算にかかる「判定様

式」及び「判定した割合が８０％を超えた場合の正当な理由の範囲」について、別紙により取り

扱うこととします。なお、別紙に掲げる「判定した割合が８０％を超えた場合の正当な理由の範

囲」については、当該要件を形式的に満たした場合であっても、サービス事業所の選択が適切で

ない場合には、正当な理由としては取り扱わず減算の対象とし、また、その内容に不正又は偽り

があった場合は、居宅介護支援費の請求について不正又は偽りがあったものとして、介護保険法

第８４条第４項の規定により指定居宅介護支援事業者の指定を取り消すことができるので申し添

えます。 

各指定居宅介護支援事業所管理者におかれましては、御了知の上、事業所内の介護支援専門員

等に周知徹底いただくとともに、適正な運用がなされるようよろしくお願いします。 
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（別紙） 

 

１ 特定事業所集中減算判定様式について 

 

（１）特定事業所判定様式は、別添様式１及び２によるものとする。なお、各事業者において、

これに準ずる様式により作成することは差し支えない。 

（２）別添様式１については、平成１８年４月以降毎月作成することとする。 

（３）別添様式２については、判定期間（前期３月～８月、後期９月～２月）の翌月１５日まで

に作成することとする。 

（４）別添様式２により判定した結果、紹介率最高法人の紹介率が８０％を超える場合には、判

定期間の翌月１５日までに、別添様式２に判定期間に係る別添様式１を添付し、１部を県長

寿社会対策課（高松市に所在地のある事業所については、高松市介護保険課。以下同様。）

あて提出することとする。なお、正当な理由がある場合については、別添様式の他、正当な

理由であることを示す挙証資料を提出することとする。また、その際に県長寿社会対策課に

よるヒアリングを実施する。 

（５）特定事業所判定様式は、判定期間後の算定期間が完結してから２年間保存しなければなら

ない。 

 

２ 判定した割合が８０％を超えた場合の正当な理由の範囲について 

 

次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、正当な理由として認めることとする。ただし、

次に掲げる事項について形式的な要件を満たしたことのみをもって、正当な理由として認めるも

のではなく、利用者へのサービス提供状況等の実態とあわせて、個別に判断することとする。 

また、その他の理由がある場合についても、居宅介護支援事業者からの申出に基づき、個別に

判断することとする。 

 

（１）居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域に、特定事業所集中減算の対象サービスとな

る指定居宅サービス事業所が、サービス種類ごとにみた場合に５事業所未満であるため、特

定の事業者に集中していると認められる場合。 

 

（２）利用者の日常生活圏域内（事業所所在市町が作成した介護保険事業計画において定める日

常生活圏域をいう。）に、特定事業所集中減算の対象サービスとなる指定居宅サービス事業

所が、サービス種類ごとにみた場合に２事業所以下であるため、特定の事業者に集中してい

ると認められる場合。 
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（３）通所介護及び通所リハビリ等において、個別機能訓練、リハビリテーションケアマネジメ

ント、栄養ケアマネジメント、口腔機能訓練等を利用者に対して実施する必要がある場合

に、当該サービスを提供できる指定居宅サービス事業所が、（１）又は（２）に掲げる事業

所数であるため、特定の事業者に集中していると認められる場合。 

 

（４）判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画件数（当該居宅介護支援事業所にお 

いて給付管理を行った件数）が２０件以下である場合。 

 

（５）判定期間の１月あたりの特定事業所集中減算の対象サービスとなる居宅サービスを位置付

けた居宅サービス計画件数が、サービス種類ごとにみた場合に１０件以下である場合。 

 

（６）特別地域居宅介護支援加算を受けている事業者である場合。 

 

（７）サービスの質が高いこと等による利用者の希望を勘案した結果、特定の事業者に集中して

いると認められる場合で、次に該当する場合。 

 

① 特定事業所加算やサービス提供体制強化加算等を算定する事業所であることを理由に利

用者が希望した結果と認められる場合。（特定事業所加算やサービス提供体制強化加算等

が利用者負担を伴うため、実質的に加算がとれる体制にはあるが、加算を届けていない事

業所も含む。） 

 

② 居宅介護支援事業所が、利用者によるサービスの選択に資するよう、当該居宅介護支援

事業所における通常の事業の実施地域内等の指定居宅サービス事業所に係るサービスの内

容、利用料等の情報を備え、利用者及び利用者の家族に対して適切に提供し、その情報に

基づいて利用者が事業所を選択した結果と認められる場合。 

なお、この場合、居宅介護支援事業所は少なくとも次の資料を用意する必要がある。 

イ 居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域内の指定居宅サービス事業所一覧（通常

の事業の実施地域内に指定居宅サービス事業所がない場合には、日常生活圏域、市町区

域、広域等の指定居宅サービス事業所一覧） 

ロ イにかかるサービス内容(加算等の届出の状況等)、利用料等の比較ができる資料 

又は重要事項説明書若しくはパンフレット 

ハ イにかかる介護保険法第１１５条の２９第３項に規定する介護サービス情報の公表制

度の公表結果 

ニ 利用者及び利用者の家族が指定居宅サービス事業所を選択する際に、イからハに 

掲げる資料から当該サービス事業所が適切に選択されたことが分かる書面（利用 
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者のニーズ、解決すべき課題、課題の解決のための援助ができる指定居宅サービ 

ス事業所の抽出結果、当該居宅サービス事業所を選択した理由等を記載している 

こと。） 

ホ 地域包括支援センターが実施する地域ケア会議等に当該利用者の居宅サービス 

計画を提出し、支援内容についての意見・助言を受けている場合には、それに関 

する記録類 
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特定事業所集中減算について～よくある質問～ 

※平成２７年９月１日以降の取扱い 

 

Ｑ１ 様式１及び様式２はどのように作成すればよいのですか。 

Ａ１ 給付管理を行った利用者について、対象サービスごとに作成してください。 

 

Ｑ２ すべての指定居宅サービス及び指定地域密着型サービスが対象となりますか。 

Ａ２ 居宅療養管理指導及び特定福祉用具販売、介護予防サービスを除くすべての指定居 

宅サービス及び指定地域密着型サービスが対象となります。なお、特定施設入居者生 

活介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設 

入居者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護については、利用期間を定めて行うも 

のに限ります。 

 

Ｑ３ 居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域や利用者の日常生活圏域内における、 

サービス種類ごとの事業所数に、みなし指定（※表１に掲げるもの。以下同じ。）の 

事業所は含まれますか。 

Ａ３ 下記の条件に合致するみなし指定事業所は、事業所数に含まれます。 

   ・ 請求実績判定期間（特定事業所集中減算の前期判定期間については、前期判定 

期間の始期の１４ヶ月前から６ヶ月間（１月１日～６月３０日）、後期判定期間 

については、後期判定期間の始期の１４ヶ月前から６ヶ月間（７月１日～１２月 

３１日）において、一度でも介護給付費の請求があったみなし指定事業所 

 例） 平成２８年度前期判定期間（平成２８年３月１日～平成２８年８月３１ 

日）については、請求実績判定期間は、平成２７年１月１日～平成２７年 

６月３０日となり、後期判定期間（平成２８年９月１日～平成２９年２月 

２８日）については、請求実績判定期間は、平成２７年７月１日～平成２ 

７年１２月３１日となります。 

なお、上記の条件に合致するみなし指定事業所については、「かがわ介護保険情報 

ネット」で様式等が掲載されているページにある「平成○○年○月～平成○○年○月 

に請求実績のあるみなし指定事業所一覧」を参照してください。 

（http://www.pref.kagawa.jp/choju/kaigo/jigyosya/housyuu/housyuu-gensan.html） 

 

 

 

 

 

http://www.pref.kagawa.jp/choju/kaigo/jigyosya/housyuu/housyuu-gensan.html
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 ※表１ 

法律 事業者 みなし指定となるサービス 

健康保険法 ・保険医療機関 

 （病院・診療所） 

居宅療養管理指導※／訪問看護／訪問リハビリテ

ーション／通所リハビリテーション 

・保険薬局 居宅療養管理指導※ 

介護保険法 ・介護老人保健施設 短期入所療養介護／通所リハビリテーション 

・介護療養型医療施設 短期入所療養介護 

 （介護保険法第71条、第72条、介護保険法施行規則第127条、第128条） 

 ※居宅療養管理指導については、特定事業所集中減算の対象外。 

 

Ｑ４ 様式２の、「サービスごとの計画件数」とは何ですか。 

Ａ４ 様式１で算出された、実際に給付管理を行った実利用者数（＝居宅サービス計画件 

数）のことです。 

 

Ｑ５ 例えば５月請求で間に合わずに、８月分と一緒に請求した場合、どの月の請求分と 

考えればよいですか。 

Ａ５  ５月請求で間に合わなかった分については、５月請求分と考えてください。 

 

Ｑ６ 様式２で、計Ａと計Ｂが一致しませんが大丈夫でしょうか。 

Ａ６ 必ずしも利用者一人に一事業所とは限らないので、一致しないこともあります。 

計Ａは給付管理を行った実利用者数（＝居宅サービス計画件数）を、計Ｂはサービ 

ス事業所開設法人ごとの件数を足してください。 

 

Ｑ７ 判定した結果が８０％を超えている場合でも、正当な理由に該当していれば様式を 

提出しなくてもかまいませんか。 

Ａ７ 正当な理由の有無に関わらず、８０％を超えている場合は必ず提出してください。 

 

Ｑ８ 「８０％を超える」とは、具体的にどういうことですか。 

Ａ８ 小数点第２位以下四捨五入して、80.0%より数字が大きくなるということです。 

例）①79.99→80.0%……80%を超えない 

②80.04→80.0%……80%を超えない 

③80.05→80.1%……80％を超える 

 

 



 

32 

 

Ｑ９ 「居宅介護支援費の算定に係る特定事業所集中減算の取り扱いについて」の別紙に 

ある「日常生活圏域」とは何ですか。 

Ａ９ 高齢者が住みなれた地域で適切なサービスを受けながら生活を継続できるように、 

地理的条件・人口・交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供す 

るための施設の整備状況などを総合的に勘案し、地域の特性に応じて市町村内を区分 

したものです。 

「かがわ介護保険情報ネット」で様式等が掲載されているページにある「日常生活 

圏域一覧」を参照してください。圏域内の事業所数により、正当な理由と認められる 

場合がありますので、様式1 の欄に必ず記入してください。 

（http://www.pref.kagawa.jp/choju/kaigo/jigyosya/housyuu/housyuu-gensan.html） 

   なお、「利用者の日常生活圏域内」とは、「当該利用者の住民票がある住所」、では 

なく、「当該利用者が実際に居住している住所」での取り扱いとなります。 

 

Ｑ１０ 「５事業所未満」や「２０件以下」などの具体的な取扱を教えてください。 

Ａ１０ 「未満」はその数が含まれず、「以下（以上）」はその数が含まれます。すなわち、

「５ 事業所未満」＝「４ 事業所以下」…０～４事業所 

「２０件以下」…０～２０件              となります。 

 

  

http://www.pref.kagawa.jp/choju/kaigo/jigyosya/housyuu/housyuu-gensan.html


居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る判定様式

年 月

（件数）

番号
日常生
活圏域

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

計

※　各サービス種類についてそれぞれを別葉として、毎月作成すること。
※　１枚で書ききれない場合は、複数枚使用し、最後のページに計の数値を記入すること。

※　この様式は、様式２に添付し、判定期間後の算定期間が完結してから２年間は保存すること。

※　開設法人名には、事業所名称ではなく、開設法人名を記入すること。また、当該法人の事業所が複数の場合は、事業所名も記載の
上、事業所ごとに集計し、様式2には、法人ごとの件数に集計しなおして記載すること。

　　　枚中　　　枚目

居宅介護支援事業所名

給付管理を行った
利用者名

様式１

サービス種類

サービス提供月

開
設
法
人
名

（
事
業
所
が
複
数

の
場
合
は
事
業
所

名

)区分

Administrator
タイプライターテキスト
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Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト



居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る判定様式

H27 年 9 月

（件数）
○
○
市
社
会
福
祉
協

議
会

(

○
○
ヘ
ル
パ
ー

ス

テ
ー

シ

ョ
ン

)

○
○
市
社
会
福
祉
協

議
会

(

△
△
ヘ
ル
パ
ー

ス

テ
ー

シ

ョ
ン

)

㈱
○
○
ケ
ア

㈱
○
○
サ
ー

ビ
ス

㈲
○
○
○

㈱
○
○
タ
ク
シ
ー

番号
日常生
活圏域

中央西 中央東
中央
東

中央
西

太田 屋島

1 中央西 1 1

2 中央西 1 1

3 中央西 1 1

4 中央西 1 1

5 中央西 1 1

6 中央西 1

7 中央西 1 1

8 中央西 1

9 中央西 1 1

10 太田 1

11 中央西 1 1

12 中央東 1 1

13 中央西 1

14 中央西 1 1 1 1

15 古高松 1 1

16 中央西 1

17 一宮 1 1

18 中央東 1 1

19 屋島 1

20 屋島 1

21 屋島 1

22 屋島 1

23 屋島 1

24 中央西 1

25 中央西 1

26 中央西 1 1

27 屋島 1

28 屋島 1

29 屋島 1

30 屋島 1

31

32

33

34

35

計 21 8 4 4 3 6 0 0 0 0 0 0

※　各サービス種類についてそれぞれを別葉として、毎月作成すること。
※　１枚で書ききれない場合は、複数枚使用し、最後のページに計の数値を記入すること。

※　この様式は、様式２に添付し、判定期間後の算定期間が完結してから２年間は保存すること。

三豊愛子

土庄春男

小豆島夏子

※　開設法人名には、事業所名称ではなく、開設法人名を記入すること。また、当該法人の事業所が複数の場合は、事業所名も記載の
上、事業所ごとに集計し、様式2には、法人ごとの件数に集計しなおして記載すること。

多度津キヨ

土庄正治

観音寺樹

さぬき恵美子

善通寺ツヤコ

高松悟

東かがわ正美

讃岐ハナ

　　１枚中　　１枚目

香川県長寿社会居宅介護支
援センター

サービス種類

サービス提供月

東かがわ茂子

様式１

区分

坂出民子

善通寺ヨシコ

観音寺一男

香川太郎

開
設
法
人
名

（
事
業
所
が
複
数

の
場
合
は
事
業
所

名

)

讃岐花子

高松次郎

丸亀みどり

30

居宅介護支援事業所名
訪問介護

給付管理を行った
利用者名

三豊英理子

香川武

三木秋子

直島ゆふ子

さぬき富士子

丸亀晴子

坂出松枝

綾川マツ子

宇多津千恵

琴平マサコ

まんのうハツ

記載例 

Administrator
タイプライターテキスト
34

Administrator
タイプライターテキスト



居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る判定様式

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

計　B

紹介率（％）
B/A

※１　「計画件数（全体）」には、居宅介護支援事業所としてサービス提供月ごとの給付管理を行った利用者数（＝居宅サービス計画件数）について記載すること。
※２　「サービスごとの計画件数」には、サービス種類ごとに、サービス提供月ごとの給付管理を行った利用者数（＝居宅サービス計画件数）について記載すること。
※３　「サービス事業所開設法人ごとの件数」には、様式１において月ごとの計に記入された数値を記載すること。
※４　「紹介率（％）」は、サービス事業所開設法人ごとの件数の判定期間の計を、計画件数の計で除して得た割合とし、小数点第２位以下四捨五入する。

紹介率が８０％を超える場合

占有率（％）

※　この様式は、各サービス種類ごとに別葉とし、判定期間ごとに作成し、判定期間後の算定期間が完結してから２年間は保存すること。

事業所番号

通常の事業の実施地域

事業所の所在地

記入担当者名 電話･ＦＡＸ

開設法人名
居宅介護支援
事業所名

様式２

サービス
ごとの
計画件数

サービス事業所
開設法人名

サービス種類

判定期間

区分
計画件数
（全体）

判定期間年月

　　　年　　月　～　　　　年　　月

占有にかかる事業所名（複数の場合は全て記載）

８０％を超えた場合の理由

代表者名法人の住所最高紹介率法人名

月平均件数

計（件数）　A

サービス事業所
開設法人ごとの

件数

Administrator
タイプライターテキスト
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居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る判定様式

H27 年 9 月 33 30 26 4 4 3 6

年 10 月 33 30 26 4 4 3 7

年 11 月 34 31 27 4 4 3 8

年 12 月 35 31 27 4 4 3 8

H28 年 1 月 35 32 27 5 4 2 9

年 2 月 35 32 27 5 4 2 9

186 計　B 160 26 24 16 47

34.2 31.0
紹介率（％）
B/A

86 14 12.9 8.6 25.3

※１　「計画件数（全体）」には、居宅介護支援事業所としてサービス提供月ごとの給付管理を行った利用者数（＝居宅サービス計画件数）について記載すること。
※２　「サービスごとの計画件数」には、サービス種類ごとに、サービス提供月ごとの給付管理を行った利用者数（＝居宅サービス計画件数）について記載すること。
※３　「サービス事業所開設法人ごとの件数」には、様式１において月ごとの計に記入された数値を記載すること。
※４　「紹介率（％）」は、サービス事業所開設法人ごとの件数の判定期間の計を、計画件数の計で除して得た割合とし、小数点第２位以下四捨五入する。

紹介率が８０％を超える場合

占有率（％）

※　この様式は、各サービス種類ごとに別葉とし、判定期間ごとに作成し、判定期間後の算定期間が完結してから２年間は保存すること。

記入担当者名 讃岐　花子 電話･ＦＡＸ 087-***-****

㈱
○
○
タ
ク
シ
ー

居宅介護支援
事業所名

香川県長寿社会居宅介護支援
センター

事業所番号 37*******

香川県

高松市番町四丁目１番１０号

高松市

開設法人名

代表者名

㈱
○
○
サ
ー

ビ
ス

○○市×町４丁目６番

８０％を超えた場合の理由

計画件数
（全体）

月平均件数

最高紹介率法人名 ○○市社会福祉協議会 法人の住所

サービス
ごとの
計画件数

86（％）

サービス事業所
開設法人ごとの

件数

㈲
○
○
○

香川　太郎

○○ヘルパーステーション、△△ヘルパーステーション占有にかかる事業所名（複数の場合は全て記載）

様式２

サービス事業所
開設法人名

㈱
○
○
ケ
ア

サービス種類

判定期間

判定期間年月

訪問介護

○
○
市
社
会
福
祉
協
議

会

区分

H27年　9月　～　H28年　2月

計（件数）　A

事業所の所在地

通常の事業の実施地域

記載例 

Administrator
タイプライターテキスト
36



37 

 

     ２８長寿第５３８９７号 

平成２８年１０月２１日 

 

 各居宅介護支援事業所管理者 様 

 （高松市に所在する事業所を除く。） 

 

                    香川県健康福祉部長寿社会対策課長 

 （ 公 印 省 略 ） 

 

 

平成 27 年度介護報酬改定に伴う 

居宅介護支援費に係る特定事業所加算の算定要件について 

 

 標記の件について、平成 27 年度介護報酬改定に伴い、居宅介護支援費に係る特定

事業所加算の算定要件に諸般の改正がなされたところですが、その一つとして、特定

事業所加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲのいずれの算定要件にも、「介護支援専門員実務研修における

科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力又は協力体制を確保して

いること。」という要件が追加され、当該規定は平成 28 年度の介護支援専門員実務

研修受講試験の合格発表の日（平成 28 年 11 月 22 日）から適用されることになって

います。 

 現在、特定事業所加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲのいずれかを算定している事業所及び今後当該加

算を算定する事業所は、平成 28 年 11 月 22 日以降、当該要件を満たす必要がありま

すので、当該要件に係る取扱いを下記のとおりとし、周知します。 

 

記 

 

１.要件 

「介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実

習」等に協力又は協力体制を確保していること。」に該当する場合とは、原則として、

「香川県介護支援専門員実務研修における実習実施要項」に定める実習受入事業所の

登録を受けている場合又は登録を受ける予定である場合とします。 

 

２．加算届 

 平成 28 年 10 月時点で既に特定事業所加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲのいずれかを算定している事

業所については、上記の実習受入事業所の登録の有無を県で確認しますので、再度の

届出は不要です。 

 平成 28 年 11 月 1 日以降に新規で当該加算を算定する事業所については、他の挙証

資料と併せて、原則として、実習受入事業所の登録申請を行う旨を記載したもの（任

意様式）を加算届に添付してください。 
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３．提出先 

○特定事業所加算に係る届出 

 〒760-8570 香川県高松市番町四丁目１番 10 号 

 香川県健康福祉部長寿社会対策課 在宅サービスグループ 

 

○実習受入事業所登録に係る届出 

 香川県健康福祉部長寿社会対策課 介護人材グループ 

 

 

  

長寿社会対策課在宅サービスグループ 

担当 包末 

電話 087-832-3269  FAX 087-806-0206 
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居宅サービス計画の軽微な変更の取扱いについて 

 

居宅サービス計画の軽微な変更の内容については、「「介護保険制度に係る書類・事務手続きの

見直し」に関するご意見への対応について（平成２２年７月３０日、厚生労働省課長通知）（以下

「課長通知」という。）」〔介護保険最新情報Ｖｏｌ.１５５〕で示されているところですが、これ 

までの重点検査において、誤った認識のもとに不適切な取扱いが行われている事例が数多く見ら

れましたので、改めて、その考え方を下記のとおりお知らせしますので、再度ご確認いただき、

適切な業務の実施をお願いします。 

 なお、言うまでもなく、居宅サービス計画を変更する必要があるか、当該計画の軽微な変更で

十分であるかについては、利用者の心身の状態や解決すべき課題等の変更の有無をモニタリング

（再アセスメントを含む。）により十分に把握した上で判断する必要があります。 

 

（１）サービス提供の回数変更 

① 同一事業所における週１回程度のサービス利用回数の増減のような場合（事前にサービ

ス担当者会議において了解されていること。） 

② 計画に位置付けられた家族とサービス事業者が共に行っている介護の割合の変更により、

サービス事業者の利用回数を増減する場合。 

＜例＞ 通院介助（家族２回/月・訪問介護１回/月） 

      ＜変更＞→（家族１回/月・訪問介護２回/月） 

※ 利用者の体調不良や家族の都合等で急遽一時的（臨時）に変更が必要な場合は、理由を

居宅介護支援経過（第５表）に記載することで、計画書を変更する必要はないが、継続す

る場合は、計画書を再作成する等一連の行為を行う必要がある。 

 

（２）目標期間の延長 

① あと少しで短期目標が達成する場合（現行の目標達成期間より１～２か月程度の延長で

目標が達成する場合）は、「軽微な変更」として取扱うことも差し支えない。ただし、目標

は変更せずサービス内容や頻度を変更する場合は、計画書を再作成する等一連の行為を行

う必要がある。  

※ 達成可能な目標を設定することから、目標設定期間が終了すれば評価を行い、基本的に

は目標を変更し、計画書を再作成する等一連の行為を行うため、目標設定期間の延長は行

わない。 

 

軽微な変更に際して必要なこと 

居宅介護支援経過（第 5 表）に変更する理由を記載する。 

居宅介護支援事業所で保管している居宅サービス計画を修正し、利用者の同意を得る。 

利用者が保管している居宅サービス計画を修正する。 

サービス事業者に、同意を得た居宅サービス計画の写しを提供する、又は事業者が保管し

ている居宅サービス計画を修正するよう依頼する。 
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事 務 連 絡 

平成24年７月20日 

 

各指定居宅介護支援事業者 御中 

  

                            香川県健康福祉部長寿社会対策課 

                                 在宅サービスグループ 

 

居宅サービス計画の軽微な変更の取扱いについて 

 

日頃から本県の介護保険行政の推進に御協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

さて、居宅サービス計画の軽微な変更の内容については、別添のとおり、介護保険最新情報

Vol.155「「介護保険制度に係る書類・事務手続きの見直し」に関するご意見への対応について（平

成22年７月30日、厚生労働省課長通知）」で示されているところですが、市町で開催された介護

支援専門員連絡会において、サービス提供の曜日・回数変更などの際の取扱いに関する質問が数

多くありましたので、その取扱いについて、下記のとおり、改めてお知らせいたします。 

 つきましては、居宅サービス計画の軽微な変更の取扱いについて、再度、御確認いただき、適

切な居宅介護支援業務の実施をお願いいたします。 

 

記 

 

 例えば、①利用者の体調不良や家族の都合などの臨時的、一時的なもので、単なる曜日、日付

の変更のような場合、②同一事業所における週１回程度のサービス利用回数の増減のような場合、  

③単なる目標設定期間の延長を行う場合（ケアプラン上の目標設定（課題や期間）を変更する必

要が無く、単に目標設定期間を延長する場合など）には、「軽微な変更」に該当する場合があり

ます。 

ただし、居宅サービス計画を変更する必要があるか、当該計画の軽微な変更で十分である

かについては、利用者の心身の状態や解決すべき課題等の変化の有無をモニタリングにより十

分に把握した上で判断すべきものです。 

なお、この取扱いについては、厚生労働省が示した考え方に沿ったものであり、従前どおりの  

取扱いと変わりはありません。 

今後とも、介護支援専門員におかれては、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の自立 

した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又は家族の状況等に応じ、継続的かつ計

画的に指定居宅サービス等の利用が行われるように努めていただくようお願いいたします。 

 

 



41 

 

２６長寿第７３２１３号 

平成２７年２月２３ 日 

 

 各居宅介護支援事業者 様 

 

 

                    香川県健康福祉部長寿社会対策課長 

 （ 公 印 省 略 ） 

 

 

「介護保険制度における居宅介護支援の適切な運用について（通知）」 

    の一部修正について 

 

 

 日頃から本県の高齢者福祉行政に御協力いただき、厚くお礼申し上げます。 

昨年度から県及び高松市が実施している重点検査において、「指定居宅介護支援等

の業務の人員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号。以下「基準省令」

という。）」の理解不足や居宅サービス計画の作成における認識の誤りによって、居

宅介護支援の業務が適切に行われず、運営基準減算となる複数の事業所が見受けられ

たところです。 

つきましては、居宅介護支援の業務に係る取扱いをより明確にするため、平成２４

年１２月２６日付け２４長寿第４７５４１号長寿社会対策課長通知の一部を別添の

とおり修正しましたので、御留意の上、自己点検を行っていただきますようお願いし

ます。 

なお、今後、保険者とも連携し、今までと同様に必要性が認められる場合は、随時

監査等により業務の内容を確認させていただきますので、念のため、申し添えます。 

  



42 

 

２４長寿第４７５４１号 

平成２４年１２月２６日 

２６長寿第７３２１３号 

一部修正 平成２７年 ２月２３日 

 

 各居宅介護支援事業者 様 

 

 

                    香川県健康福祉部長寿社会対策課長 

 （ 公 印 省 略 ） 

 

 

介護保険制度における居宅介護支援の適切な運用について（通知） 

 

 

 日頃から本県の高齢者福祉行政に御協力いただき、厚くお礼申し上げます。 

さて、介護保険制度の基本理念である利用者の自立支援を推進する上で、居宅介護

支援事業は、大変重要な役割を担っています。特に、居宅サービス計画の作成は、居

宅における介護サービスの提供の根幹となるものです。 

平成２４年度介護報酬改定においては、自立支援型のケアシステムを推進する観点

から、居宅サービス計画の作成に当たって、サービス担当者会議やモニタリングを適

切に実施するため、運営基準減算について評価の見直しが行われ、適正な事業運営が

求められているところです。 

このような状況の中で、今年度の県及び高松市が実施した実地指導及び監査におい

て、「指定居宅介護支援等の業務の人員及び運営に関する基準（厚生省令第３８号。

以下「基準省令」という。）」の理解不足や居宅サービス計画の作成における認識の

誤りによって、居宅介護支援の業務が適切に行われず、運営基準減算となる複数の事

業所が見受けられたところです。 

つきましては、居宅介護支援事業について、再度確認を行い、下記の点に御留意の

上、自己点検を行っていただきますようお願いします。 

なお、今後、保険者とも連携し、今までと同様に必要性が認められる場合は、随時

監査等により業務の内容を確認させていただきますので、念のため、申し添えます。 

 

記 

 

１ 基準省令第１３条に示された具体的取扱方針に従い、利用者の課題分析の実施、

居宅サービス計画原案の作成、サービス担当者会議の開催による専門的意見の聴取、

居宅サービス計画の交付、居宅サービス計画の実施状況の把握及び評価（利用者に

ついての継続的なアセスメントを含む。以下「モニタリング」という。）などの居

宅介護支援を構成する一連の業務を適切に行うこと。 

 

２ 上記１の業務が適切に行えていない場合は、運営基準違反であること。 

 

３ 「指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準及び指定居宅介護支援

に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（老
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企第３６号）」第３の６に示された居宅介護支援の業務が適切に行われない場合に

ついては、具体的な要件のいずれか１つでも実施していない場合は、運営基準減算

とすること。実施に当たっては、６に留意すること。 

（１） 居宅サービス計画の新規作成及びその変更において、以下の①～④の全ての

業務を行うこと。 

① アセスメントに当たり、居宅を訪問し、利用者及び家族に面接をすること。 

② 居宅サービス計画原案に係る担当者を招集してサービス担当者会議を開

催し、情報共有・専門的意見聴取等を行うこと。 

③ 居宅サービス計画原案を説明し、利用者の同意を得ること。 

④ 居宅サービス計画を利用者及び担当者へ交付すること。 

（２） 新規作成だけではなく、要介護更新認定時及び要介護状態区分の変更時も

サービス担当者会議を開催すること。 

（３） １月（暦月）に１回は居宅を訪問し、利用者に面接した上で、そのモニタリ

ングの結果を記録すること。 

 

４ 居宅サービス計画を作成していない場合、要介護更新認定時及び要介護状態区

分の変更時に居宅サービス計画を変更していない場合は、居宅介護支援費は算定

できないものであること。 

また、利用者の解決すべき課題に変化が認められる時点においても、居宅サー

ビス計画の変更を行っていない場合は、居宅介護支援費は算定できないこと。 

なお、長期及び短期目標の期間終了時は、居宅サービス計画の変更を行う必要

があるため、居宅介護支援を構成する一連の業務を行い、当該計画を作成するこ

と。 

 

５ 居宅サービス計画の「軽微な変更」として取扱う場合は、居宅サービス計画を

変更する必要があるか、当該計画の軽微な変更で十分であるかについて、利用者

の心身の状態や解決すべき課題等の変更の有無を、モニタリングにより十分に把

握した上で判断すること（平成２４年７月２０日付け事務連絡「居宅サービス計

画の軽微な変更の取扱いについて」参照）。 

さらに、「軽微な変更」とする場合は、当該利用者の解決すべき課題に変化が

ないことや、基準省令第１３条第３号から第１１号までの一連の業務を行う必要

がない理由を記録すること。 

 

６ 基準省令第１３条各号の業務を実施したことが記録により確認できない場合は、

実施していないものと見なすこと。 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 

香川県健康福祉部長寿社会対策課 

在宅サービスグループ 電話 087-832-3274 

※なお、高松市に所在地のある事業者については、 

高松市健康福祉局長寿福祉部 介護保険課 

相談指導係   電話 087-839-2326 
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居宅サービスの報酬算定について 

 

凡例  青本：介護報酬の解釈 １ 単位数表編（平成２７年４月版） 

    赤本：介護報酬の解釈 ２ 指定基準編（平成２７年４月版） 

    緑本：介護報酬の解釈 ３ ＱＡ・法令編（平成２７年４月版） 

 

【１ ケアプランに基づく複数の介護保険サービスの利用】 

 

サービス相互の関係 

(1) サービス種類相互の算定関係 

①特定施設入居者生活介護・認知症対応

型共同生活介護・地域密着型特定施設

入居者生活介護を受けている間 

●居宅療養管理指導を除く指定居宅サービス・指定地域密着型サービスに係る介護給付費は算定し

ない 

●特定施設入居者生活介護・認知症対応型共同生活介護の提供に必要がある場合には事業者の費用

負担により提供 

②短期入所サービスを受けている間 

●訪問介護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、通所介護費、通所リハ

ビリテーション費、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費、夜間対応型訪問介護費、認知症対応

型通所介護費、小規模多機能型居宅介護費、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）費

は算定しない 

●福祉用具貸与は算定できる 

③小規模多機能型居宅介護を受けている

間 

●訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費、福祉用具貸与費を除く指定居宅

サービス・指定地域密着型サービスに係る費用は算定しない 
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④同一時間帯の訪問サービスと通所サー

ビス 

●通所サービス費を算定し、訪問サービス費は算定できない 

●看護小規模多機能型居宅介護を受けている間は、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導

費、福祉用具貸与費を除く指定居宅サービス・指定地域密着型サービスに係る費用は算定しない 

 

⑤訪問介護と夜間対応型訪問介護の併用 
●夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）を算定する事業所では、他の訪問介護費をともに算定できる 

●夜間対応型訪問介護費（Ⅱ）を算定する事業所では、訪問介護費を算定できない 

(2)施設入所日・退所日等の在宅サービス 

①介護老人保健施設・介護療養型医療施

設の退所・退院日、短期入所終了日 

●医療系サービス（訪問看護・訪問リハビリテーション・居宅療養管理指導・通所リハビリテーシ

ョン）に係る費用は算定できない 

●訪問介護等の福祉系サービスに係る費用は算定できるが、退所・退院日に通所サービスを機械的

に組み込むといった居宅サービス計画は適正ではない 

②入所・入院当日 
●当日でも入所・入院前の訪問通所サービス費は別に算定できるが、通所サービスを機械的に組み

込むといった居宅サービス計画は適正ではない 

③施設入所（入院）者が外泊または介護

保健施設もしくは経過的介護療養型医

療施設の試行的退所を行っている場合 

●外泊時・試行的退所時に指定居宅サービス・指定地域密着型サービスに係る費用は算定できない 

(3)訪問サービスの利用 

①同一時間帯の複数種類の利用 

●原則として同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用 

●介護のために必要な場合に限り、「訪問介護と訪問看護」又は「訪問介護と訪問リハビリテーショ

ン」又は「連携型定期巡回・随時対応型訪問介護看護と訪問看護」又は「夜間対応型訪問介護と

訪問看護」の同一時間帯の利用は、それぞれが算定される 

②複数の要介護者がいる世帯での同一時

間帯の利用 

●それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画に位置づける 

●訪問介護の生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を振り分ける 
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③サービスが行われる「居宅」の考え方 

●訪問介護・訪問入浴介護・訪問看護・訪問リハビリテーションは利用者の居宅で行われるもので、

居宅以外で行われるものは算定できない 

●訪問介護の通院・外出介助は居宅から目的地までの一連のサービス行為として認められるが、居

宅以外で行われるサービス行為のみでは算定できない 

 

【２ 居宅サービス等区分の限度額の取扱い】 

 限度基準額が適用されないサービス 

  ①居宅療養管理指導 

  ②特定施設入居者生活介護（短期利用・外部サービス利用型を除く) 

  ③認知症対応型共同生活介護（短期利用を除く） 

  ④地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用を除く） 

  ⑤地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

  ⑥居宅介護支援・介護予防支援 

 

月途中の認定・変更認定 

  限度基準額の管理は、1ヵ月単位（月の初日から末日まで）で行う。 

   ※新規認定などで月途中から限度額管理が行われる場合→１ヵ月分の限度額を適用 

    月途中で要介護度が変更認定された場合      →重い方の要介護度に応じて１ヵ月分の限度額を適用 

   

          （次ページの図のとおり） 
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         新規認定                       変更認定 

             ▼                          ▼ 

要介護度   要介護４    要介護５  

限度額  要介護４   要介護５  

  ４月 ５月 ６月 ７月  ８月 ９月 

 

短期入所サービスの利用について 

  ①介護報酬では 30日を連続算定日数の上限としている。（連続 30日を超えた利用は、全額利用者負担となる。） 

  ②居宅サービス計画では、特に必要な場合を除き、保険対象の利用日数が認定有効期間のおおむね半数を超えないことを目安とする。 

 

 

【３ 各サービスの取扱い】 

 ■訪問介護 

訪問介護の区分 訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について（平成 12年3月 17日老計第 10号）        

           （最終改正：平成 17年 6月 29日 老総発第０６２９００１号・老介発第０６２９００１号・ 

            老計発第０６２９００１号・老振発第０６２９００１号・老老発第０６２９００１号） （青本ｐ１８８〜ｐ１９１） 

 

①身体介護中心型の算定 

   （例）簡単な調理の後（5分程度）、食事介助を行う（50分程度）場合   （所要時間30分以上 1時間未満の身体介護中心型） 

 ②生活援助中心型の算定 

   （例）利用者の居室から居間までの移動介助を行った後（5分程度）、居室の掃除（35分程度）を行う場合 

（所要時間 20分以上 45分未満未満の生活援助中心型） 
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  ※１ 単なる本人の安否確認や健康チェックで、それに伴い若干の身体介護又は生活援助を行う場合の算定は不可。 

 

   ※２ 一般的に介護保険の生活援助の範囲に含まれないと考えられる事例 

参考）指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について（平成 12年 11月 16日 老振第 76号） （赤本ｐ５２〜ｐ５４） 

      (１)「直接本人の援助」に該当しない行為 

        主として家族の利便に供する行為又は家族が行うことが適当であると判断される行為 

        ・利用者以外のものに係る洗濯、調理、買い物、布団干し ・主として利用者が使用する居室等以外の掃除 

        ・来客の応接（お茶、食事の手配等）          ・自家用車の洗車・清掃 等 

      (２)「日常生活の援助」に該当しない行為 

        ①訪問介護員が行わなくても日常生活を営むのに支障が生じないと判断される行為 

        ・草むしり  ・花木の水やり  ・犬の散歩等ペットの世話 等 

 ②日常的に行われる家事の範囲を超える行為 

        ・家具・電気器具等の移動、修繕、模様替え   ・大掃除、窓のガラス磨き、床のワックスがけ 

        ・室内外家屋の修理、ペンキ塗り        ・植木の剪定等の園芸 

        ・正月、節句等のために特別な手間をかけて行う調理 等 

 

   ③通院等乗降介助の場合(通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合) 

 

  訪問介護の所要時間                                    （青本ｐ１６２〜ｐ１６３） 

①訪問介護の所要時間については、実際に行われた指定訪問介護の時間ではなく、訪問介護計画に位置づけられた内容の指定訪問介護を

行うのに要する標準的な時間とする。 

   ②訪問介護の報酬については、①により算出された訪問介護を行うのに要する標準的な時間が、いずれの時間区分に該当するかをもって

決定されるものである。 

   ③前回提供した指定訪問介護から概ね 2 時間未満の間隔で指定訪問介護が行われた場合には、それぞれの所要時間を合算する（緊急時

訪問介護加算を算定する場合及び２０分未満の身体介護における頻回の訪問を算定する場合を除く。）。 
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   ④所要時間が訪問介護費の算定要件を満たさない指定訪問介護については、訪問介護費の算定対象とならないが、こうした所定時間数未

満の訪問介護であっても、複数回にわたる訪問介護を一連のサービス行為とみなすことが可能な場合に限り、それぞれの訪問介護の所

要時間を合計して 1回の訪問介護として算定できる。 

   ⑤単なる本人の安否確認や健康チェックで、それに伴い若干の身体介護又は生活援助を行う場合の算定はできない。 

⑥１人の利用者に対して複数の訪問介護員等が交代して訪問介護を行った場合も、１回の訪問介護としてその合計の所要時間に応じた単

位数を算定する。    

 

指定（介護予防）訪問介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に居住する利用者に対する取扱い 

                        （老企第 36号 第２の２（１１）） （青本ｐ１７２〜ｐ１７３）       

  指定（介護予防）訪問介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物（老人福祉法（昭和 38 年法律第    

１３３号）第２０条の４に規定する養護老人ホーム、同法第２９条第１項に規定する有料老人ホーム又は高齢者の居住の安定確保に関す

る法律（平成 13 年法律第 26 号）第５条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅であって同項に規定する都道府県知事の登録を

受けたものに限る。以下この注並びに訪問入浴介護費の注４、訪問看護費の注３及び訪問リハビリテーション費の注２において同じ。）若

しくは指定（介護予防）訪問介護事業所と同一建物に居住する利用者又は指定（介護予防）訪問介護事業所における１月当たりの利用者

が同一の建物に２０人以上居住する建物の利用者に対し、指定（介護予防）訪問介護を行った場合は、所定単位数の１００分の９０に相

当する単位数を算定する。 

 

 

 

 ■訪問看護 

  医療保険の訪問看護との調整 

   要介護者等に対する訪問看護は、すべて介護保険で行われる。 

ただし、要介護者等が次に該当する場合には、訪問看護は医療保険により行われ、介護保険の訪問看護は行われない。 

①末期がんや多発性硬化症等の難病患者、人工呼吸器を使用している場合（厚生労働大臣が定める疾病等（平成２７年告示９４号）） 

②急性増悪等により主治医（介護老人保健施設の医師を除く）が一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の指示（特別訪問看護指示

書の交付）を行った場合（1月に原則 1回限り、指示日から 14日間を上限として） 
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通院が困難な利用者 

   趣旨：通院により、同様のサービスが担保されるのであれば、通院サービスを優先すべきということ。 

 

理学療法士等の訪問 

   理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問看護は、その訪問が看護業務の一環としてのリハビリテーションを中心としたもので

ある場合に、看護職員の代わりに訪問されるという位置付けのものである。 

 
 
 ■訪問リハビリテーション 

  医療保険の訪問リハビリテーションとの調整 

   要介護者等に対する訪問リハビリテーションは、すべて介護保険で行われる。 

ただし、要介護者等が、急性増悪等により主治医（介護老人保健施設の医師を除く）が一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必

要がある旨の指示（訪問リハビリテーションの特別指示書の交付）を行った場合（1 月に原則 1 回限り、指示日から 14 日間を上限とし

て）は、訪問リハビリテーションは医療保険により行われ、介護保険の訪問リハビリテーションは行われない。 

   

通院が困難な利用者                        （青本 ｐ２２７） 

   趣旨：通院により、同様のサービスが担保されるのであれば、通所系サービスを優先すべきということ 

   ※ 通所リハビリテーションを利用している者は、訪問リハビリテーションを利用できないのか。 

通所リハビリテーションのみでは、家屋内における ADL の自立が困難である場合の家屋状況の確認を含めた訪問リハビリテ

ーションの提供など、ケアマネジメントの結果、必要と判断される場合は訪問リハビリテーション費を算定できる。 
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■通所介護・通所リハビリテーション 

 通 所 介 護 通所リハビリテーション 

目 的 
利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利

用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図る 
利用者の心身の機能の維持回復を図る 

対象者 要介護者 
病状が安定期にあり、診療に基づき実施される計画的な医学的

管理の下におけるリハビリテーションを要する要介護者 

内 容 

老人デイサービスセンター等に通わせ、入浴・排せつ・食事等

の介護、生活等に関する相談及び助言、健康状態の確認等の日

常生活上の世話及び機能訓練を行うこと 

介護老人保健施設、病院又は診療所に通わせ、その心身の機能

の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために理学療法、

作業療法その他必要なリハビリテーションを行うこと 

   参考）介護保険法8条 7,8 項、介護保険法施行規則 10～12条、 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 92条、110条（基本方針） 

 

通所介護と通所リハビリテーションを併用することについて 

ケアマネジメントの結果、必要と判断される場合は、通所介護費及び通所リハビリテーション費をそれぞれ算定できる。なお、介護予防

通所介護と介護予防通所リハビリテーションを同時に提供することは想定していない。   （緑本ｐ３１６） 

 

利用者が複数の通所介護事業所又は通所リハビリテーション事業所を利用することについて 

   複数の通所介護費事業所を利用することは可能である。なお、通所リハビリテーションについては、原則として１つの事業所で提供する

ものであるが、ケアマネジメントの結果、やむを得ない場合においては、この限りでない。   （緑本ｐ３２０） 

 

通所サービス中の医療機関等の受診について 

   通所サービスのサービス提供時間帯における医療機関の受診は緊急やむを得ない場合を除いて認められない。    （緑本ｐ３１４） 

   やむを得ず通所サービスのサービス提供時間中に医療機関を受診した場合の算定は、提供開始から受診により通所事業所を離れるまでの

時間又は受診後通所事業所に戻ってきた時からサービス提供終了時までの時間どちらかの時間に応じた区分により算定するよう県では指

導している（高松市も同様）。 


